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業界内2社の経営統合、7月より新たに出発

国際協力業界で働く

コーエイリサーチ＆コンサルティング

総
合
力
・
専
門
力
で
進
化
を
続
け
る

コ
ー
エ
イ
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
（
Ｋ
Ｒ
Ｃ
）
は
、
ソ

フ
ト
面
の
ア
プ
ロ
ー
チ
で
開
発
協

力
に
貢
献
し
て
き
た
シ
ス
テ
ム
科

学
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ツ
（
Ｓ
Ｓ
Ｃ
）

と
コ
ー
エ
イ
総
合
研
究
所
（
Ｋ
Ｒ

Ｉ
）
が
２
０
１
７
年
７
月
に
合
併

し
て
誕
生
し
た
。

Ｓ
Ｓ
Ｃ
は
伝
統
的
に
保
健
・
医

療
、
教
育
分
野
に
強
く
、
近
年
は

職
業
訓
練
、
平
和
構
築
な
ど
に
注

力
す
る
と
と
も
に
、
建
設
設
計
や

機
材
調
達
な
ど
の
分
野
で
も
専
門

性
を
発
揮
し
て
い
た
。
他
方
、
Ｋ

Ｒ
Ｉ
は
経
済
・
産
業
開
発
、
貿
易
・

投
資
促
進
、
教
育
・
産
業
人
材
育

成
、
保
健
な
ど
を
柱
に
、
近
年
は

開
発
ニ
ー
ズ
の
多
様
化
・
複
雑
化

に
対
応
し
、
ガ
バ
ナ
ン
ス
や
官
民

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
（
Ｐ
Ｐ
Ｐ
）、

社
会
保
障
な
ど
事
業
領
域
の
拡
大

に
努
め
て
い
た
。

そ
う
し
た
両
社
が
、
互
い
の
事

業
領
域
を
補
完
す
る
こ
と
で
、
相

乗
効
果
を
引
き
出
す
可
能
性
に
期

待
が
高
ま
り
、
合
併
が
実
現
し
た
。

コ
ー
エ
イ
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
に
と
っ
て
は「
人
材
」

に
加
え
、
こ
れ
ま
で
両
社
が
事
業

展
開
を
通
じ
て
培
っ
て
き
た
「
信

頼
」
が
何
に
も
代
え
が
た
い
財
産

だ
。
経
営
統
合
に
よ
っ
て
社
員
数

は
１
４
０
人
を
超
え
た
が
、
社
員

同
士
が
切せ
っ

磋さ

琢た
く

磨ま

し
合
っ
て
互
い

に
創
意
工
夫
を
凝
ら
し
、
重
要
性

を
増
す
民
間
企
業
と
の
連
携
を
深

め
、
政
府
開
発
援
助
（
Ｏ
Ｄ
Ａ
）

の
世
界
に
新
風
を
吹
き
込
も
う
と

意
気
込
ん
で
い
る
。

同
社
は
次
世
代
を
担
う
若
手
コ

ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
育
成
を
重
視
し

て
お
り
、
高
度
な
〝
専
門
力
〞
を

持
つ
経
験
豊
富
な
ベ
テ
ラ
ン
か
ら

学
び
つ
つ
、
若
手
人
材
が
活
躍
で

き
る
環
境
を
提
供
す
る
。〝
志
と

創
造
力
〞
と
い
う
経
営
理
念
の

下
、「
ま
っ
た
く
新
し
い
発
想
で

業
界
の
未
来
を
切
り
拓
く
人
材
」

を
全
社
的
に
育
て
て
い
く
方
針

だ
。

設立 ▶ 2017年
資本金 ▶ 9，900万円
従業員 ▶ 145人
本社 ▶ 東京都千代田区
事業分野 ▶  民間セクター開発、

ファイナンス、ガバナ
ンス、教育、産業人
材育成、保健・医療、
平和構築・社会開
発、建築設計・機材
計画、社会保障

募集職種 ▶  国際開発コンサルタ
ント（海外）、まちづくり
コンサルタント（国内）

募集人数 ▶  10人程度

募集人材 ▶  文系・理系   
新卒・中途   
学士・修士

企業・採用情報

幅広い分野・業務領域

新しい価値の創造を目標とする

POINT

ルワンダでカウンターパートと打ち合わせをする若手社員。KRCでは、若
手も現場で積極的なプロジェクト参加が求められる
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　入社してから現在に至るまで、ルワンダのプロジェクトに関わっています。ルワンダは世界的に知
られる虐殺事件がありましたが、IT産業を軸にした経済発展を掲げ、現在は開発も進んで街並み
も想像以上にきれいです。しかし、国を担う技術者がいない
のは変わりません。そこで、日本の高等専門学校レベルの
技術専門学校で、教員に対して能力強化の支援を行い、
次世代の技術者育成を支えるプロジェクトを実施していま
す。私は教員たちが自身の技術を活用して、地域貢献や研
究開発、製作物の販売活動などを行うことを支援していま
す。また、産業連携支援として、日本とルワンダの企業をつ
なげる仕事にも取り組んでいます。

印象深いプロジェクトや業務は？

　コンサルタントは技術・知識を移転する仕事なので、もちろん専門性を磨くのは大切です。しか
し、協力隊時代もそうだったように、いかにカウンターパートや現地の人と信頼関係を築くかが肝心
です。そのために積極的なコミュニケーションをしたり、自分の常識を当てはめるのではなく、それぞ
れの国の文化や習慣を理解したりすることが、この仕事をする上で欠かせないと思います。

この仕事を目指す読者へ一言

Company Data

コンサルティング第2事業部　
平和構築・社会開発部
（国連平和大学卒業）

志賀 圭 さん
Shiga Kei

● ルワンダ・トゥンバ高等技術専門学校
　強化支援プロジェクト

小説『深夜特急』を読んでアジアに興味を持ち、
テレビでグラミン銀行を取り上げている番組を見
て、ひとりで思い切ってバングラデシュを訪れまし
た。当時は今ほど国が発展しているわけでなく、ひ
とりで初めての海外ということもあって、足がすくむ
くらい衝撃を受けたのを覚えています。

社会人になって忙しい日 を々送ってきましたが、
30歳を目前に久々に旅行でパキスタンを訪れ、
学生時代の途上国への思いが甦

よみがえ

りました。勤務
先のメーカーを退職し、青年海外協力隊に応募
しました。任国は思い出深いバングラデシュでし
たが、２年間活動する中で今まで知らなかった面
を知り、協力隊の活動を終えた後も同国で国連
ボランティアに参加して、国連難民高等弁務官
事務所の業務を経験しました。

社員に聞きました！

これまでの主な担当プロジェクト

学生時代にバックパッカーと
してアジアを歩く

メーカーに就職

青年海外協力隊の村落開
発普及員（現コミュニティ開
発）として派遣

国連ボランティアで
バングラデシュ派遣

日本財団の奨学金で国連
平和大学に進学

19歳

23歳

26歳

28歳

32歳

学生時代

青年海外協力隊

（株）コーエイリサーチ＆
コンサルティング

代表者
代表取締役社長 神山雅之

〒102-0083
東京都千代田区麹町4-2-7
麹町4丁目共同ビル9階

TEL 03-3265-8311
Email　info-krc@k-rc.co.jp

国連ボランティア後に、国連平和大学（コスタ
リカ）で政治・経済的な観点から平和構築を学
びました。大学院修了を控えて海外で仕事をし
たいという思いが募りました。国連ボランティア
時代に結婚したこともあり、家族のためにもき
ちんと就職して国際協力の仕事をしようと考
え、縁あってシステム科学コンサルタンツ（現
コーエイリサーチ＆コンサルティング）に就職。
ルワンダ案件を担当しています。

現在

システム科学コンサルタンツ
（当時）に就職33歳

メールチェック
カウンターパートと打ち合わせ

日本から来ている企業と打ち合わせ

今日のTo Do！
海外出張版





開
発
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
企
業

国際協力の仕事

設 立
資 本 金
従 業 員
本 社
事業分野

募集職種

募集人数
住 所

T E L
M a i l
H P

2017年
9,900万円
145人
東京都千代田区
民間セクター、プロジェクトファイナンス、
ガバナンス・法制度、貧困削減、平和構築、
教育・産業人材育成、保健・医療、
建築設計・機材計画、まちづくり 
国際開発コンサルタント（海外）、まちづくりコ
ンサルタント（国内）
3人程度
〒102-0083 東京都千代田区麹町4-2-7 
麹町4丁目共同ビル9階
03-3265-8311
info-krc@k-rc.co.jp
https://www.k-rc.co.jp/
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えるぼし認定を取得。在宅勤務制度などWLB の改善にも取り組んでいます

　

コ
ー
エ
イ
リ
サ
ー
チ
＆
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ
の
社
員
は
自
ら
の
経

験
と
技
術
を
も
っ
て
社
会
・
経
済

の
発
展
と
公
共
の
福
祉
に
貢
献
す

る
こ
と
に
大
き
な
価
値
が
あ
る
と

認
識
し
て
い
る
。
そ
の
達
成
に
向

け
て
社
員
と
と
も
に
成
長
し
続
け

る
こ
と
が
同
社
の
経
営
理
念
で
あ

り
、
企
業
と
し
て
の
社
会
的
使
命

で
あ
る
と
考
え
て
い
る
。

　

開
発
途
上
国
に
お
け
る
業
務
に

従
事
す
る
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
に
は

長
期
の
海
外
出
張
が
あ
り
、
年
齢
、

性
別
を
問
わ
ず
、
仕
事
と
家
庭
の

両
立
に
課
題
を
抱
え
て
い
る
コ
ン

サ
ル
タ
ン
ト
は
少
な
く
な
い
の
も

事
実
で
あ
る
。
同
社
で
は
、
高
い

志
を
維
持
し
、
自
ら
が
打
ち
込
め

る
仕
事
を
安
心
し
て
継
続
で
き
る

就
業
環
境
の
実
現
に
む
け
て
、
さ

ま
ざ
ま
な
社
内
制
度
の
改
善
に
取

り
組
ん
で
い
る
。

　

同
じ
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
・
チ
ー
ム

以
外
の
メ
ン
バ
ー
と
の
情
報
共
有

は
必
ず
し
も
容
易
で
は
な
い
と
い

う
問
題
意
識
が
あ
っ
た
。
そ
こ
で
、

２
０
１
９
年
７
月
の
組
織
改
編
で
、

５
名
程
度
で
構
成
さ
れ
る
グ
ル
ー

プ
制
を
導
入
し
た
。
こ
れ
は
グ
ル

ー
プ
リ
ー
ダ
ー
（
管
理
職
）
と
所

属
員
と
の
意
思
疎
通
を
改
善
す
る

こ
と
を
目
的
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
社
員
の
生
産
性
向
上
を

図
り
つ
つ
、
柔
軟
な
働
き
方
の
推

進
の
た
め
、「
在
宅
勤
務
制
度
」
も

導
入
す
る
な
ど
、ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・

バ
ラ
ン
ス
実
現
に
も
力
を
入
れ
て

い
る
。

　

避
け
て
通
れ
な
い
ラ
イ
フ
イ
ベ

ン
ト
で
あ
る
育
児
・
介
護
と
仕
事

と
の
両
立
に
お
け
る
社
員
の
負
荷

の
軽
減
に
も
努
力
し
て
い
る
。
あ

る
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
で
は
４
年
間
の

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
中
に
、
２
名

が
出
産
・
育
児
休
業
を
経
て
復
帰
し
、

ほ
か
の
１
名
は
現
在
、
育
児
休
業

を
取
得
し
て
い
る
。

　

こ
の
ほ
か
、
同
社
で
は
、
コ
ン

プ
ラ
イ
ア
ン
ス
意
識
調
査
の
実
施
、

相
談
・
通
報
窓
口
を
設
置
し
て
社

員
の
抱
え
る
課
題
の
早
期
発
見
・

早
期
介
入
に
努
め
て
い
る
。

グ
ル
ー
プ
制
導
入
で

情
報
共
有
を
容
易
に

在
宅
勤
務
制
度
な
ど
で

仕
事
と
家
庭
を
両
立

現地の人とつくる平和を広めるために
　スーダンのダルフールで、JICAによる公共サービスの向上を通じた平和構築プ
ロジェクトに携わっています。保健、給水、雇用、公共事業評価の4分野で、紛争
を助長しない行政サービスを現地担当者とともに考え試行し、制度化するのが私の
仕事です。例えば雇用分野では “自分にもできる”という自尊感情を高める指導を
職業訓練に取り入れ、紛争被害者の女性がクッキーをつくって販売するビジネスを
支援しました。給水分野では公平な水分配や井戸管理に関するトラブル対策につい
て現地担当者と協議しました。住民が井戸の順番を守らないときの対応を協議した
際、「武装した部隊を配置すれば改善する」との意見が出ました。この意見に対し、
「自分が銃を向けられたらどんな気持ちか」、「住民が自立し、持続的な井戸管理は
何か」と担当者に投げかけ、信頼される公共サービスの考えを広げていきました。

一人ひとりの心に焦点を
当てる平和構築を

　特別支援教育と平和構築は結びつかない分野と感じる方もいるので
はないでしょうか。留学中の2008年、アフガニスタンでの自爆テロ
犯の6割が身体障がい者であるというニュースを目にしました。紛争
が障がい者を増やすという図式だけではなく、障がい者が紛争をエス
カレートさせる…。この連鎖を止めるには、一人ひとりが自分のこと
を大切に思う気持ちが大切ではないか。留学後、特別支援学校勤務時
に夜間の大学院に通い、障がいのある子どもの自尊感情を高める指導
法について研究をしました。この指導法をダルフールでの職業訓練に
応用し、訓練生の自尊感情を高めることができました。
　今はまさに、平和構築と特別支援教育が結びついた仕事をしていま
す。平和構築に興味のある方は、自分の強み・関心がどのように現場
で応用できるかを考えながらキャリアを積むことが大切だと思います。

海外出張中は忙しく、やることは山
のよう…。ちょっと重いですが、寝
る前のリラックスタイムを演出して
くれています。そ
の日の疲れはその
日のうちに！ 

「フットマッサージャー」

田島 健二さん
平和構築グループ
主任コンサルタント

青年海外協力隊
（モンゴル・養護）

知的特別支援学校／
ろう学校に勤務

東京学芸大学教育学部を卒業

小学校に勤務

青年海外協力隊短期隊員
（ザンビア・養護）

国連平和大学を修了
（平和学修士課程）

肢体不自由特別支援学校勤務／
東京学芸大学を修了

（教育学修士課程 / 夜間コース）

台湾障がい者施設
アドバイザー

コーエイリサーチ＆
コンサルティングに入社 

株式会社
コーエイリサーチ＆コンサルティング
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　これからは、SDGsというスロ
ーガンのもとで企業の途上国への
ビジネス参入がどんどん進むだろ
うし、そうなればいずれは企業が
途上国の発展を支えるメインアク
ターになるだろう。そうしたこと
を考えた時に、開発コンサルタン
トとしてもどのような価値を提供
できるか、考えておかなければい
けないと感じる。
山本：現在、開発コンサルタント
がこれまで培ってきた途上国での
経験やネットワークを生かして、
途上国への水先案内人のような役
割を担っていることが多いように
思う。だが今後はそれだけでな
く、開発コンサルタントが現地の
ニーズを見つけ、主体的に企業に
アイデアを提案していくのも良い
のではないかと考えている。
林：開発コンサルタントが企業に
SDGs達成に向けた具体的なアク
ションを起こすよう導くこともで
きるかもしれない。SDGsはブー
ムになる一方で、既存の企業活動
にSDGsの目標を当てはめて見せ
方を工夫しただけで何も行動をし
ない「SDGsウォッシュ」も出て
きている。SDGsは世界中の社会

課題を包括的に捉え、17の目標
と169のターゲットが掲げられて
いるので、企業も何かしらの企業
活動をそれらの目標やターゲット
に簡単に紐づけられる。せっかく
ならば、きちんと行動が伴うよ
う、開発コンサルタントが企業を
導いていければいいと思う。
　また、途上国の経済発展が進め
ば、市場として進出を考える民間
企業も増えるだろう。そのために
民間企業のニーズとSDGsの本来
の目標をマッチングさせる仕組み
が必要なのではないだろうか。

課題はビジネス感覚の低さ

―企業との連携を進めていく上
で、重要なことはありますか。
佐野：民間企業の中でも中小企業
と開発コンサルティング企業の相
互理解が深まれば、連携の可能性
は大いにあると思う。
　大企業は開発コンサルタントを
使わずとも自社のリソースを活用
すれば海外展開を図れてしまう。
しかし、中小企業は限られたリソ
ースの中で途上国の市場を新規開
拓するのは困難だ。そこで、途上
国の現場を知る開発コンサルタン

トが、途上国でのビジネス展開へ
の道筋を指し示す役割は大きい。
貝瀬：中小企業との連携は、今後
の可能性を大いに感じている。現
在、私が従事しているルワンダで
のICT（情報通信技術）を活用し
て新規ビジネスを立ち上げるため
の環境を強化する案件において、
現地企業と日本企業とのマッチン
グ支援を行っているのだが、日本
から中小企業の方々が現地を訪れ
ても、「何から着手していいの
か、誰に会えばいいのか分からな
い」というケースが多い。そこで
われわれは、現地のカウンターパ
ートをはじめとした重要人物や現
地コミュニティーとのネットワー
クを活用し、こうした中小企業に
的確な人物や現地企業などを紹介
し、ビジネス展開への架け橋役に
なっている。
林：大企業となら、彼らのCSR
活動の後押しを通じて連携ができ
るのではないだろうか。民間企業
のCSRは利益を生み出す事業で
はないが、昨今はCSV（共通価
値の創造）などの概念も生まれ、
事業との関連性を持たせて、途上
国などの社会課題に取り組もうと

官と民をつなぐ架け橋に

―政府開発援助（ODA）に長
年携わってきた開発コンサルタン
トとしては、SDGsをどのように
捉えていますか。　
佐野：SDGsの前身であるミレニ
アム開発目標（MDGs）の時
は、対象が途上国で課題も明確だ
ったので、社内や業務の上でも頻
繁に話題にしていた。SDGsにお
いては、ODA業界以外の人たち
との会話の中で出てくることが増
えてはいる。しかし、開発業界と
しては今の日本社会で話題になっ
ているほど新しい概念として捉え
てはいないような気がする。
　開発コンサルタントの仕事は、

そもそもが開発途上国の社会課題
の解決を目的としている。SDGs
が採択される前からSDGsで掲げ
られている全ての目標の達成を目
指してきたので、正直なところ
ODAの現場であえてSDGsを意
識する場面は少ない。実際、私が
現在、取り組んでいるモンゴルの
医療従事者の能力強化を行う日本
モンゴル教育病院運営管理の案件
もSDGsが登場する2015年以前
より調査や相手国との協議を進め
ており、SDGsが起点となってい
るわけではない。 
山本：SDGsをきっかけに多くの
民間企業が途上国に目を向け、ビ
ジネスとして参入しようとしてお
り、これは、開発コンサルタント

にとってはチ
ャンスでもあ
り、ピンチで
もある。
　というの
も、企業が途
上国へ参入
し、今まで公
的資金で行っ
ていた部分を

企業が担うようになれば、開発コ
ンサルタントがこれまで果たして
いた役割が小さくなる可能性があ
るからだ。逆に、これを契機に企
業との連携を今まで以上に進展さ
せ、公的な動きと民間の動きをつ
なげる役割を担うことで、開発コ
ンサルタントの存在感を高めるこ
とができるかもしれない。
貝瀬：私は過去に、IT企業で働
いていたことがある。そこでは、
私のように途上国の社会課題の解
決につながるビジネスをしたいと
思う社員もいた。そうした社員は
社会課題の解決につながる事業ア
イデアを企画するが、利益を追求
しなければいけない一般の民間企
業では、「企業として取り組む必
要性はない」という反発も多い。
　だがSDGsが日本社会で浸透し
つつあることで、企業が途上国で
社会課題につながるビジネスを展
開することの意味や意義を、社内
外に説明しやすくなってきてい
る。ビジネスの起点が技術から社
会課題に転換されつつあるという
意味では、影響力の強いワード
だ。

2015年９月の国連持続可能な開発サミットで採択された持続可能な開発目
標（SDGs）は、現在、（一社）日本経済団体連合会（経団連）の「企業行動憲章」
にも盛り込まれるなど、国際協力の世界だけに留まらず、日本社会でもSDGs
への取り組みはますます熱を帯びている。そこで、ソフト系開発コンサルティ
ング企業の(株)コーエイリサーチ＆コンサルティングに民間企業から転職し
てきた若手コンサルタントを中心とした４人が、SDGsについて語った。

保健・医療開発部　　山本 侑氏 保健・医療開発部　　林 朝子氏

開発コンサルタントとSDGs

世界を変えるSDGsの17目標

金融・ガバナンス部　貝瀬 秀明氏
保健・医療開発部　佐野 太悟氏
保健・医療開発部　林 朝子氏
保健・医療開発部　山本 侑氏
　　司会進行：本誌・企画部　田中 信行

出席者
（株）コーエイリサーチ＆コンサルティング
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ターになるだろう。そうしたこと
を考えた時に、開発コンサルタン
トとしてもどのような価値を提供
できるか、考えておかなければい
けないと感じる。
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していることから、CSR活動と
の連携から事業への影響も与えら
れるのではないだろうか。
山本：ODA業界は少し閉鎖感を
感じる部分があり、民間企業との
連携を進めていく上でネックとな
るのではと危惧している。例え
ば、民間企業で当たり前に使われ
ている最新技術がODAの現場で
は導入されていなかったり、そも
そもODA関係者がそうした技術
について疎かったりする。
貝瀬：確かに、開発コンサルタン
トが主体的に民間企業との連携を
図る上では、途上国の現場を知っ
ているだけでなく、途上国の課題
解決やニーズに応えられる技術や

ノウハウを持っている民間企業に
ついて把握し、積極的にアプロー
チしていくことは重要だ。
佐野：加えて、ODAとは異なる
スピード感や変化の激しい市場の
把握など、民間企業のビジネス感
覚も養っておかないと、彼らへビ
ジネスアイデアを提案することは
できないだろう。

世界共通言語を目指して

―今年はG20大阪サミットや
第７回アフリカ開発会議（TICAD
７）があり、来年には東京オリン
ピック・パラリンピックが控えて
います。そうした中で、皆さんは
今後のSDGsをめぐる動きはどう

なっていくと考えていますか。
林：当社では「平和構築」「教
育」「保健」「経済・金融」「ガ
バナンス」といった分野に強みを
持っている。各分野で「SDGs」
を今後どう活用するのか考えるの
は、その後の広がりまでは分から
ないが面白いとは思う。
貝瀬：途上国の現場で感じている
ことだが、現地の人はSDGsとい
うワードをあまり口にしない。今
のSDGsは先進国の人ばかりが強
調しているワードになってしまっ
ている気がするので、今後は、途
上国の人々も巻き込んで、世界共
通言語として取り組めていけるか
が課題だろう。

V o i c e

SDGsで国際協力をさらに魅力的な仕事に

　座談会に参加した４人はみな30代前半
の社員です。当社は30代が全社員150名の
３割を占めていることから、座談会におけ
る発言に共感する社員は多いと思います。
　ここ数年、当社のキャリア採用では異業
種からの転職者が多く、若い世代が国際協
力に寄せる熱い思いを垣間見ることができ
ます。さまざまな職歴をもつ社員が増える
ことにより、かつて「援助村」と揶揄され
たODA業界はますます多様性に富んだ人
材を擁する風通しの良い業界になっていく
ことでしょう。
　人材の多様化が進めば企業内にはさまざ
まな価値観が生まれます。ただし、企業活
動において個人の価値観のみで行動しては、
大きな成果は期待できません。企業価値を
醸成し浸透させていく努力が必要です。
　当社では、SDGsを「共感できる企業価
値を創発するための指針」と位置付けてい

ます。SDGsは先進国をも含むすべての国
に適用される普遍性を有する開発目標です。
すなわち、SDGsは私たちも受益者である
ことを求めています。
　当社では本業である開発コンサルティン
グ事業に加えて、企業経営における優先課
題をSDGsと紐づけし、中期経営計画の重
点施策に据えています。具体的には、①社
員の自己啓発と活躍の推進（働き方改革、
女性社員の活躍、人事評価制度の改善）、
②イノベーションによる成長市場への参入
（ソーシャル・イノベーション・ラボの立
ち上げ、日本型医療サービス・教材開発の
民間事業化、社会保障分野の市場開拓）、
③パートナーシップの育成と活用
（Global Compact Network Japanを通じ
た異業種との連携、外国コンサルタントと
の協働）などであり、個々の施策に対して
はタスクフォースを立ち上げ、社内外での

活動を続けています。
　上記に加えて、（一社）海外コンサルタ
ンツ協会(ECFA)の最近の取り組みをご紹
介したいと思います。これまで開発コンサ
ルタントは、業務を通じて得た知見や成果
を発表する機会は限られていました。業務
契約上の守秘義務があるからです。他方、
グローバル化が急速に進む中、本邦コンサ
ルタントの国際競争力の向上は喫緊の課題
です。ECFAでは有識者の参加を得てODA
事業における守秘義務のあり方を見直す一
方、コンサルタントによる国際コンサル
ティング・エンジニア連盟（FIDIC）や学
会などを通じた対外発信を後押しする活動
に取り組んできました。
　JICA、大学、コンサルタントがオープ
ンな連携を通じて、SDGsを活用しながら
ODA事業の魅力をさらに広く国内外へ発
信していけることを願っています。

（株）コーエイリサーチ＆コンサルティング　代表取締役社長　神山 雅之氏
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ポストコロナの教育協力

半数は遠隔教育受けられず

　私が教育支援を続けてきたモロ
ッコでは、新学年度の始まる９月
まで学校が閉鎖されている。そう
した中で同国政府は３月以降、テ
レビやラジオ、ウェブ上で活用す
るデジタル教材の普及など遠隔教
育の充実に力を入れている。
　他方、ウェブ資料のダウンロー
ドやパソコンの使用は、学年が低
いほど扱いが難しく、主な教材入
手先が政府サイトだった小学生は
１割以下にとどまった（４月時
点）。通信費やインターネットア
クセスの問題などにより、恒常的
に遠隔授業を受けられた家庭は半
数程度という結果もある。政府は、
100万冊の教材を印刷して地方に
も無償配布したが、子供たちが自
力で家庭学習を進めるのは容易で
はない。

増える子供の権利侵害

　学校閉鎖は、子供たちの基礎的
学力を奪ってしまう危険性がある。
パキスタンでは、2005年の大地
震の後、３カ月ほど学校が閉じら

れた結果、学力が1.5～２年分遅
れたという調査結果がある。つま
り休んだ分だけでなく、それ以上
の学力低下が危惧されている。積
み重ねでしか学べない算数などの
教科は特に深刻で、子供たちが学
校に戻った時に基礎が保たれてい
るかどうか、ぐらついていたら基
礎を積み直す教育が不可欠となる。
　また、急速なデジタル化は格差
の拡大を助長している側面もある。
親が子供の家庭学習をサポートで
できればよいが、できない家庭も
ある。ジェンダーの問題も浮上し
ており、特に女の子は勉強より家
事を優先させられたり、幼い時期
に結婚させられる事例も増えてい
る。学校の閉鎖によって今までな
んとか守られていた子供たちの権
利が奪われつつある。学校は教科
学習のためだけでなく、教員や生
徒同士の人間的触れ合いの場であ
る点も忘れてはいけない。

国際社会が団結し投資の促進へ

　当社は、2015年からモンゴル
で「障害児のための教育改善プロ
ジェクト」を実施しており、20

年夏からフェーズ２が開始される。
同国の学校は９月まで閉鎖だが、
障害のある子供たちにも体を動か
す機会を提供したいと国際協力機
構（JICA）が体操動画を製作。
当社も企画・編集に協力した。
　この案件に限らず、JICAを含
む国際社会は、ポストコロナの教
育開発にデジタル技術を大いに活
用しようとしているが、デジタル
化を前提条件とせず、まずは現場
の教員や生徒の声を聞くことが大
切だ。感染症が蔓延する中、実態
を調査できないまま対策が進んで
いる側面があり、デジタルの功罪
を見極める目が必要である。日本
の教育の特徴は、基礎を広く多く
の子供に身に付けさせることだ。
地道な教育を日本の特色として世
界に打ち出していってもよい。
　教育支援は、目に見える成果が
出にくいが、国づくりにおいて不可
欠である。経済危機に陥った家庭
の子供への奨学金、教員へのサポ
ートなど資金が必要だが、教育へ
の投資を緩めれば、今後の経済発
展に大きく響く。世界全体で教育
投資を促進する合意形成も必要だ。

（株）コーエイリサーチ＆コンサルティング

まずは現場の声を聞く
――デジタルの功罪を見極める目を
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新型コロナウイルスの影響による学校閉鎖で、各国では遠隔教育が進められている。だ
がそれで課題が解決されたわけではなく、新たな問題も浮上しているという。（株）コーエ
イリサーチ＆コンサルティングのコンサルティング事業部・副事業部長、奥川浩士氏にこれ
からの教育現場で求められるニーズを聞いた。 奥川 浩士氏

コンサルティング事業部・副事業部長


